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民主党・鳩山政権が成立し、本格的な政権交代が行われた 2009 年 9 月は世界金融恐慌・同
時不況のきっかけとなったリーマン・ショック（08 年 9 月）からほぼ 1 年後であり、日本経済
の過去半世紀で最悪の不況からの回復が重要な政策課題となっていた。08 年 4～6 月期以降マ
イナスに転じた実質成長率は、08 年 10～12 月期と 09 年 1～3 月には年率換算で二桁の落ち込
みをみせた。 
ところが景気は 2009 年 3 月を景気の谷として、09 年 4～6 月以降実質成長率ではプラスに
転じた。内閣府が 10 年 6 月 10 日に発表した改定値では、10 年 1～3 月期の成長率（年率換算）




内閣府が 2010 年 8 月 16 日に発表した 10 年 4～6 月期のＧＤＰの第 1 次速報値によると、
実質ＧＤＰ(季節調整値)の前期比伸び率は 0.1％増に、年率換算の実質成長率は 0.4％と 1％を
下回っており、景気減速が顕著となった。前期比伸び率をみると、輸出は 5.9％と依然として
高いものの、個人消費は 0.0％と横ばいに転じ、住宅投資は 1.3％、公共投資は 3.4％の減少を
示している。設備投資は高い伸びを維持しているが、景気が減速すれば伸び率は大幅に低下す
る可能性が高い。名目ＧＤＰ成長率は前期比で 1～3 月期のプラス 1.3％からマイナス 0.9％に
転じており、デフレの様相が強まっている。 
民主党政権下で実質ＧＤＰは上昇に転じたものの、雇用環境には目立った改善はみられない。
完全失業率は 09 年 7 月の 5.6％をピークに低下したとはいえ、10 年 7 月には 5.2％（失業者数
331 万人）と高止まりしている。有効求人倍率も同月に 0.53 倍と低く、正社員の有効求人倍率
は 0.29 倍にとどまっている。民主党は「生活重視」をスローガンに掲げて政権を獲得したもの
の、経済上昇のパターンは自民党・小泉内閣の時と同様に「輸出主導型」となっており、国民






10 年 1～3 月期 
（改定値） 
10 年 4～6 月期 







 個人消費 0.4 0.0 
 住宅投資 0.4 －1.3 
 設備投資 0.6 0.5 
 在庫投資（寄与度） 0.1 －0.2 
政府消費 0.4 0.2 
 公共投資 －0.5 －3.4 
 輸出等 6.9 5.9 

















 菅内閣は、2010 年 6 月 18 日に 2020 年度までの「新成長戦略」を閣議決定し、参議院選挙
にむけての公約に反映するとした。菅首相が掲げる「強い経済」の実現に向け、環境、健康、
観光、アジアの 4 分野で新たな需要の発掘に力を入れ、計 500 万人の雇用創出を目指す。年平
均実質 2％、名目 3％を上回る成長、11 年度のデフレ脱却、早期の失業率の 3％台への引き下
げを目標に掲げた（資料 1、2 参照）。 
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 6 月 18 日に閣議決定された「新成長戦略」では、雇用（500 万人）・需要創出に重点を置き、
「内需創造型」経済に転換するとしている。ただし直後に決定されようとしていた「財政運営
戦略」の財政再建最優先政策の枠組みの中で 7 分野 21 の国家プロジェクトを展開するとして
いるので、プロジェクトの具体的な財源については一切触れられていない。その結果、環境と
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2010 年 6 月 22 日、菅内閣は「財政運営戦略」を閣議決定した。「基礎的財政収支」（プライ
マリー・バランス、公債収入を除く歳入マイナス国債費を除く歳出）を遅くとも 15 年度まで
に 10 年度比で半減、20 年度までに黒字化する。21 年度以降、1.8 倍と先進国で最も高い GDP
























－ 25 － 
の教訓を前面に出して「財政運営戦略」を策定している。日本の特性は、第 1 に国債の保有者
構成をみると、海外はわずか5.8％で30％から50％の欧米先進国と比較しても決定的に低い（表
3 参照）。第 2 に日本の対外純資産残高は 2000 年 9 月末に 266 兆 2230 億円と過去最高を記録




            ％ 
 政府 中央銀行 金融機関等 海外 個人等 合計 
日本 12.8  7.5  66.5  5.8  8.0  100.0  
アメリカ 10.6  10.2  19.2  47.7  12.3  100.0  
イギリス 0.0  19.1  47.3  32.0  1.6  100.0  
ドイツ 0.0  0.3  26.1  53.8  19.8  100.0  
フランス 3.2  2.3  56.8  34.7  0.9  100.0  
注：1）アメリカは額面、その他の国は時価。 
2）日本とアメリカは 2009 年 9 月、その他の国は 2009 年６月。 
3）日本の政府には財政融資資金も含む。金融機関等には郵便貯金、簡易生命も含む。 













7 月 11 日の参議院選挙を前に、6 月 17 日の参議院選マニフェストの発表会見で菅首相は、
2010 年度内に税率や逆進性対策を含む消費税の改革案をとりまとめたい、当面の税率は自民党
が公約に盛り込んだ 10％を参考にすると表明した。社会保障の強化の方向について示すことな





7 月 28 日には 11 年度予算の概算要求基準を閣議決定した。基準は、国債費を除く歳出を前年
度（約 71 兆円）に抑える「中期財政フレーム」を前提としており、約 1.3 兆円の自然増が見

























































参加者からの質問：Park, Jae’ Choon（檀国大学経営学部教授） 
「生活・環境重視型」成長戦略への転換は韓国でも課題となっており、報告でその主な施策
－ 28 － 



































                                
資料１
出所：内閣府「新成長戦略のポイント」2010 年 6 月。 
新成長戦略ー「強い経済Jlr強い財政Jlr強い社会保障』の実現
|2020年| | 現状 | 
φ名目成長率3%、実質成長率2%を上回る成長 個・ 成長率の低迷〈過去10年間実質 1%程度、潜在成長率 1%程度〉
.2011年度中には消費者物価上昇率をプラス ・ー 20年に及ぶデフレ傾向〈過去20年間消費者物価上昇率0%程度〉
. 早期に失業率を3%台に低下 但・ 5%の失業率
[ 観光地域 ら 1
科学・技術・情報通信 日 韓 雇用・人材 鱗 ) 




(グリーン環・イノ境ベー ション) 50~ち円 140万人




















                                
資料２ 
出所：内閣府「新成長戦略のポイント」2010 年 6 月。 
環境・エネルギー 健康(医療・介護)
口「固定価格買取制度」の導入等による再生可能
エネルギー・急拡大
口「環境未来都市」構想
口森林・林業再生プラン
口医療の実用化促進のための医療機関の選定制度等
業1I口国際医療交流(外問者の受入れ) 動
圏パッケージ型インフラ海外展開
圏法人実効税率引き下げとアジア拠点化の推進等
圏 グローバル人材の育成と高度人材の受入れ拡大
圏 知的財産・標準化戦略とクール・ジャパンの海外展開
園 アジア太平洋自由貿易圏(FTAAP)の構築を通じた
経済連携戦略
観光立国・地域活性化
白 「訪日外国人3，000万人プログラム」と「休暇取得の分散化』
田 中古住宅・リフォーム市場の倍増等
囚 公共施設の民間開放と民間資金活用事業の推福~，..
供給面の政策対応による押し上げ
科学・技術・情報通信
orリーディング大学院」構想等による国際競争力強化と
人材育成
O情報通信技術の利活用の促進
O研究開発投資の充実
震用・人材
@ 幼保一体化等
③ 『キャリア段位」制度とパーソナル・サポート制度の導主
@ 新しい公共 忘主う
金融
O総合的な取引所(証券・金融・商品)の創設を推進
